
（令和５年度末現在）

（令和５年度末現在）

58,527人

処 理 区 域 面 積36,732人

全 体 計 画 面 積 1,806ha

686ha

平成5年7月1日 法 適 用 年 月 日 令和2年4月1日

一部適用法 適 用 区 分経 過 年 数 31年

供 用 開 始 年 月 日

行 政 区 域 内 人 口

処 理 区 域 内 人 口

処 理 場 数 なし 年 間 有 収 水 量 3,730,794㎥

普 及 率 62.76% 処理区域内人口密度 53.5人/ha

処 理 区 数 2（南部・中部） 年 間 処 理 水 量 4,501,591㎥

流 域 下 水 道 接 続 あり 下 水 管 布 設 延 ⾧ 110km

泉南市下水道事業経営戦略 概要版

経営戦略とは

「経営戦略」とは、将来にわたって安定的に事業を継続していくための中長期的な経営の基本計画で

す。今後の急速な人口減少などに伴う使用料収入の減少や保有する施設の老朽化に伴う更新需要の増

大、また昨今の物価高騰や金利上昇などにより経営は厳しさを増しており、不断の経営健全化の取り組

みが求められています。

令和７年度から１６年度（２０２５～２０３４年度）までの１０年を計画期間としています。

事業の概要

将来の事業環境
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国立社会保障・人口問題研究所 泉南市人口ビジョン（H27.9月）

行政区域人口（実績） 処理区域内人口
（単位：人）

（１）処理区域内人口の予測

本市の人口は社人研（国立社会保障・人口問題研究所）の予測に近い推移であり、下水道整備を行う

ことにより普及率は微増するものの、使用料収入の対象となる処理区域内人口は徐々に減少すると予測

しています。

（２）有収水量の予測

処理区域内人口の減少や節水機器の普及などにより、今後は、年間有収水量が減少していくと考え

られます。年間有収水量の予測値は、（１）の処理区域内人口の増減率を勘案して算出しています。

（３）使用料収入の予測

公共下水道整備により、普及率は増加していきますが、処理区域内人口の減少や節水機器の普及な

どにより、今後は、年間有収水量が減少していくと考えられることから、比例して使用料収入も減少

していくと予測しています。

（４）施設の見通し

供用開始から３１年が経過し、管渠の耐用年数は５０年である一方で、雨水ポンプ場施設の改築・

更新が課題となっています。

（５）組織の見通し

現在の体制を維持する方向であるが、今後施設の改築・更新需要に対応するための人材確保やノウ

ハウの継承が課題となっています。

下水道は、都市の健全な発達と公衆衛生の向上に寄与するとともに、公共用水域の水質保全を図り市民

が安全かつ快適な生活を確保する上で欠くことのできない都市基盤施設であります。市民意識におきまし

ても、下水道の整備は、今後の重要性が高く、現在、満足度が低いと位置付けられており、早期整備が強

く求められています。

①施設

本市は汚水と雨水を別々の管渠で排除する「分流式」であり、管渠延長は令和５年度末現在、汚水管が

９２ｋｍ、雨水管が１８ｋｍとなっています。また、雨水ポンプ場施設として、大里川ポンプ場・中部ポ

ンプ場があります。

②使用料

基本使用料あり、基本水量なし、従量料金（逓増制）ありとなっています。使用料改定については平

成２４年１０月、平成２７年１０月に行っており、法適用後は改定しておりません。

③組織

都市整備部下水道課１１人（損益勘定所属職員８人、資本勘定所属職員３人）で運営しています。



経営の基本方針

投資・財政計画（収支計画）

経営戦略の事後検証・改定等

経費回収率の向上に向けたロードマップ

〇進捗管理：毎年度モニタリングを行い、収支計画の実績との乖離及びその原因を分析し、ＰＤＣＡサイクルを導入します。

〇見直し：少なくとも５年に一度ローリングを行い、新たな発想で取り組むべき方策を検討します。

未普及対策や水洗化促進により使用料収入の確保しつつ、費用の削減に努めたう

えで、必要な使用料改定を行うことにより、経費回収率１００％以上を目指しま

す。

人口減少などによる収入減少に伴う予算制約のもと、ストックマネジメント計画

を見直し、増大する更新需要に対応すべく、施設全体の管理を最適化し、改築・更

新費用の効率化・平準化を実施していきます。

第６次泉南市総合計画の基本構想に掲げられた将来像

『ちょっとええやん なかなかええやん ～かんじる つながる ひろがる 住人十色のまち せんなん～』
の実現に向け、公共の福祉増進に努めるとともに経営基盤の強化に取り組みます。

①水洗化率の向上

本市の水洗化率は、令和５年度末で９４.２６％と

なっているが、使用料収入の増進を図るため、水洗化

率の向上になお一層取り組んでいきます。

②安心・安全な事業経営

経費回収率は令和４年度まで１００％を上回っていたが、令和５年度では１００％を

下回っています。今後、人口減少や施設の老朽化対策が課題となってくることから、よ

りいっそう安定した事業運営に努めます。

③下水道施設の維持管理

今後、老朽化した管渠や施設の改築・更新、また雨天時等に

汚水管へ流入する不明水対策などを実施していきます。
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企業債償還金 建設改良費

収益的収支
【収入】

・人口減少により使用料収入が減少していくため、水洗

化率の向上に取り組みます。

・経費回収率が１００％を下回っており、定期的に（４

年ごと）使用料の適正化を検討します。

【支出】

・物価高騰などを見込んでいますが、維持管理費の抑

制、効率化にも取り組みます。

資本的収支
【収入】

・資本費平準化債の活用により、資金繰りの安定化、世

代間負担の公平化を図ります。

【支出】

・ストックマネジメント計画により、投資（改築・更

新）の平準化に取り組みます。

・企業債（借入金）の償還方法や利率の見直しにより、

経営の安定化に努めます。

収益的収支（使用料収入・維持管理費など）と資本的収支（企業債・建設改良費や償還金など）に区分して試算しています。

（単位：千円）

（単位：千円）


